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公益社団法人 宮崎県畜産協会の概要

１ 設立目的
農業者等の畜産経営の安定・発展、家畜衛生の向上並びに家畜の

円滑な流通等に貢献し、もって畜産の振興と消費者への畜産物の安
定供給に寄与する。

２ 沿 革
平成１８年１０月 畜産関係４団体※を再編統合し、（社）宮

崎県畜産協会を設立
※（社）宮崎県畜産会（昭和３１～）、（社）宮崎県肉用子牛価格安定基金協会

（昭和４３年～）（社）宮崎県家畜畜産物衛生指導協会（昭和４７年～）、
（社）宮崎県養豚協会（昭和５５～）

平成２４年 ４月（公社）宮崎県畜産協会へ 移行

３ 会 員 数
（１）正会員 ４３団体（農業団体、畜産団体、畜産関係会社、県、市町村）

（２）準会員 １８団体（畜産関係会社）

４ 役員
（１）理事 ２５名（会長：ＪＡみやざき副組合長）
（２）監事 ２名



６ 事業
（１）畜産経営、畜産技術及び家畜衛生の向上等に係る支援・指導

に関する事業
（２）家畜・畜産物の価格変動により生じる畜産経営体への損失補て

ん、家畜の改良及び家畜取引の活性化に関する事業
（３）家畜・畜産物の生産・流通・消費に関する調査及び研究に関す

る事業
（４）一般消費者等へ畜産及び畜産物の各種情報提供、知識の普

及・啓発に関する事業
（５）肉用子牛生産安定等特別措置法に基づく肉用子牛についての

生産者補給金交付契約の締結、生産者積立金の積立、及び生
産者補給金の交付に関する事業

（６）畜産経営の安定に関する法律に基づく肉用牛についての肥育牛
補てん金交付契約の締結、生産者負担金の積立、及び肥育牛補
てん金の交付に関する事業

（７）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

５ 職員
（１）常勤役員 専務理事１名、常務理事１名
（２）職員 事務局長以下２９名（嘱託・臨時・派遣を含む）
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衛生指導課

予算・出納、給与、行政庁との調整、畜産経営
技術指導事業、畜産会館の運営等

畜産経営指導事業、家畜排せつ物適正処理・
利用促進、畜産融資制度、肉用牛・堆肥・飼
料の生産振興対策等

機械導入事業、県共進会の開催（総括）等

肥育牛及び肉豚の経営安定対策等

肉用子牛の価格安定対策、家畜市場の情報
集積等

家畜疾病・農場防疫対策、家畜伝染病に係る
経営再開支援（互助事業）、獣医師確保、
農場HACCP、豚・馬・蜂の生産振興対策等

組織図及び主な業務
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※ 農林水産省の資料を引用

畜産クラスター事業等
畜産の収益性、持続性、社会的価値を高めるために必要な施設整備や機械

導入等を支援。また、高齢の繁殖雌牛から若い繁殖雌牛への更新や、ICT関連
機械の導入を支援。

事業費
(補助金)
(千円)

備考

畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー

機械
導入※1

1,595,840
(797,920)

282戸
445件

更新
加速化

239,200
(239,200)

896戸
2,055頭

畜産IC
2,530

(1,150)
1戸
1台

楽酪GO
59,867

(27,212)
2戸
2台

※1 機械導入は予算配分額を示す

≪関係事業の実績等(令和7年度)≫

※2 畜産協会では申請等の窓口業務
（委託事業）を実施

主な事業
経営支援部(生産振興関連）



≪牛マルキン制度の実施状況（令和7年度 契約者数357件）≫

品種 登録頭数
(頭)

負担金単価(円) 交付状況

計
負担内訳 件数

(件)

頭数

(頭)

金額

(千円)生産者 宮崎県

肉専用種 50,974 7,000  5,900 1,100 0 0 0

交雑種 14,454 17,000 16,600 400 97 3,437 28,436

乳用種 1,641 18,000 17,400 600 96 1,573 46,588

合計 67,069 193 5,010 75,025

参考：過年度の交付状況…【令和6年度】約18億円（うち肉専 約17億円）
                                   【令和5年度】約40億円（うち肉専 約37億円）
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通常 収益悪化時

差額の9割を
補てん交付

牛マルキン制度

肥育牛経営の所得がマイナスと
なることが見込まれる場合、その
差額の９割を交付し、経営の継
続を支援する。
交付金は国の補助金（3/4）

及び生産者負担金(1/4)から支
払われる。

主な事業
価格対策第１課



肉用子牛対策

合理化目標価格 45.7万円

×10/10
国から

×9/10
積立金から

発動基準 62.0万円（R7から＋1万円）

臨
時
対
策

子
牛
補
給
金

保証基準価格 60.0万円

全国平均売買価格(四半期毎)

発動基準 61.0万円
取組数2つ
1万円

取組数3つ
2万円

【飼養管理向上の取組例】
飼料効果の改善、寒冷・
暑熱対策、ワクチン接種等

1万円

基盤強化計画を作成している県において、
下記の取組を1つ以上行う生産者に奨励
金を交付
①地域内自給飼料の生産・利用
②早期出荷に向けた地域内一貫生産
③需給に応じた生産(勉強会等の開催等)

緊
急
特
別
対
策

品種 登録頭数
積立金単価

交付状況
計 機構 県 生産者

黒毛和種 60,473 1,600 800 400 400
発動なし。ただし黒毛の
緊急対策で、約1億3
千万円を交付

褐毛和種 1 6,000 3,000 1,500 1,500
乳用種 653 5,000 2,500 1,250 1,250
交雑種 3,440 2,400 1,200 600 600
合計 64,567

参考：過年度の交付状況(緊急対策との合計)…【令和6年度】約38億円、【令和5年度】約27億円

≪肉用子牛生産者補給金の実施状況（令和7年度 契約者数3,850件）≫

肉用子牛の平均売買価格（全国※緊急対策はブロック別）が発動基準を
下回った場合に補てん金又は奨励金を交付する。

令和8年度：黒毛和種の場合

主な事業
価格対策第2課



（参考）全国平均肉用子牛価格の推移

※ 独立行政法人農畜産業振興機構の資料を引用



【自衛防疫関連】 【衛生指導関連】

衛生指導対策主な事業
衛生指導課

農場防疫の強化
・ワクチン接種の推進：異常産4混
(41千頭)、 牛呼吸器5混(54千頭)等
・毎月20日「県内一斉消毒の日」の啓発
・飼養衛生管理基準の周知徹底

地域防疫・水際防疫の体制強化
・地域防疫の強化支援
⇒自防協議会等17団体

・水際防疫の強化支援
⇒水際団体2団体

地域自衛防疫推進協議会の支援
・自衛防疫事業に関する各種会議の開催
・26自衛防疫組織の体制強化支援(事業推進費の交付)
・各自防推進協議会が実施した防疫演習に対して経費助
成(消毒薬、防疫資材、講演会講師旅費等)

地域の衛生レベルの強化
・特定疾病の発生低減・まん延防止
豚繁殖・呼吸器障害症候群

（PRRS）の検査費助成等
・野生獣（イノシシ・シカ）のウイルス保有状況調査

飼養衛生管理の強化
・農場HACCP認証の取得支援
・馬の飼養環境把握並びに研修会等の実施

獣医師の確保対策
＜就学資金給付（国・県）＞
・継続７名、新規７名に計19,899千円給付
＜インターンシップ助成（県）＞
・本県獣医職域機関での就業体験18名へ補助〕

家畜防疫互助基金支援事業
互助金交付対象伝染病：口蹄疫、豚熱、
アフリカ豚熱、牛疫、牛肺疫
【契約戸数】3,949戸（1,063千頭、162百万円）

【その他】

事務局の受託
・みやざき養豚生産者協議会（MPC）
・宮崎県養蜂組合
・宮崎県馬事畜産振興協議会 等







畜産物理解醸成・情報発信等その他



地方競馬全国協会(NAR)では、馬の改良増殖その他畜産
の振興に寄与するため、地方自治体が主催する地方競馬の
売上金の一部を活用し、重種馬(ばんえい向けを含む)の繁殖
奨励や畜産農家の経営技術指導、家畜防疫衛生推進など
の事業に補助を行っています。

みんなのくらしと地方競馬

令和6年度の主催者収益金は、地域の教育・文化の発展や社会福祉の
増進、 医療の普及やスポーツの振興、都市計画その他公共施設の整備な
どに使われ、地域のくらしに役立っています。

【畜産振興補助事業】
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